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1. はじめに 

マイクロエレクトロニクスから自動車，航空・宇宙機器に

至る種々の構造体、デバイスに構造・機能先進材料を適用し、

実用化するにあたっては、材料表面や異材接合界面の制御が

重要である。このような界面組織制御を行うためには、ナノ

スケールで界面現象を評価・解析する手法を確立するととも

に、その情報に基づいて最適な界面構造を明確化し、さらに

界面組織を制御するプロセスを確立することが必要である。

このような手法はマイクロエレクトロニクスにおける超微

細接合から自動車、輸送機器などのマクロ的構造物の異材接

合や表面改質までに至る広い範囲で適用可能であり、構造・

機能先進材料の実用化プロセスにおいて極めて重要である。

以上のような観点から、我々の研究グループでは、21 世紀

COE プログラムのもと、「構造・機能先進材料の実用化プロ

セスにおける界面組織制御による高機能化と高信頼化」を各

種スケールの構造体やデバイスの異材接合や界面機能化に

適用することを目的とした研究を実施する。本年度において

は、エネルギー、航空宇宙分野で適用される Ni 基超合金

Inconel 718の水素環境下での信頼性向上のためのレーザによ

る表面機能化を対象として、以下の項目の研究を行なった。 

（１）レーザ表面溶体化による Ni 基超合金の水素脆化感受

性の低減 

（２）レーザ表面溶体化プロセス予測手法の確立 

以下にその成果を報告する。 
 

2. 研究の背景と目的 

時効析出強化型の Ni 基超合金である Inconel 718 は、主に

マトリックス中に均一分散したγ"相により強化されている合

金である 1-3)．本合金は 923K までの温度範囲で高い強度、良

好な延性などの優れた機械的性質及び耐高温酸化性を有す

ることから、ガスタービンエンジン、ロケットエンジンなど

に使用されている．しかしながら、燃料が液体水素であるロ

ケットエンジンでは、 水素に晒される場合に脆化が生じる

ことが重要な問題となっている 4-7)． 
Inconel 718 のような時効析出強化型合金では、強化に寄与

する析出物を溶体化処理によりマトリックス中に溶解する

と、強度が低下し延性が向上する．一般に高強度材ほど水素

脆化感受性が高いことから、このような溶体化材は時効材よ

り大幅に水素脆化感受性が低減される．もちろん、溶体化材

は強度や耐クリープ性が不足するため、これを直接構造部材

として用いることはできない．一方、構造物の応力集中部が

水素脆化に最も敏感であり、水素に起因した破壊はこのよう

な部分で生じることから、応力集中部の材料表面を局所的に

溶体化し水素脆化感受性を低減すれば、強度をほとんど犠牲

にすることなく構造物の水素による破壊の危険性を大きく

抑制することが可能と考えられる。このような局所的な溶体

化をレーザ照射により行うことが、レーザ表面溶体化処理で

あり、著者らは、これにより析出強化型 Ni 基超合金の水素

脆化感受性を低減し、構造物全体の水素による破壊を抑制す

る手法を提案している 8-12)。本稿では、 Ni 基超合金 Inconel 

718 にレーザ表面溶体化処理を適用し、水素脆化感受性を低

減した結果について報告する。 
また、この手法を実用化するためには、表面溶体化層の形

成を予測する手法の確立が重要である。本プロセスによる溶

体化層の形成は主にγ"相の溶解により生じるので、表面溶体

化層の形成を予測するためには、熱サイクルによるγ"相の溶

解の解明が必要である。そこで、γ"相の溶解過程の速度論的

検討と有限要素法によるレーザ表面溶体化プロセスの熱伝

導計算とを連成させた Inconel 718 のレーザ表面溶体化プロ

セスのモデリング及び予測手法についても報告する。 
 

3. レーザ照射による表面溶体化 

実験に用いた材料は市販の Inconel 718 である。本合金はは

1253K で 1.2ks 保持により溶体化した後、993K、28.8ks 保持

後炉冷で 893K に冷却し、その温度で 28.8ks 保持後に空冷す

る二段時効熱処理を行っている。溶体化材にはδ相及び炭化

物が分布しており、時効材にはそれらのほかに強化相である

γ"相も析出している。溶体化材及び時効材の平均硬さはそれ

ぞれ約 225HV、450HV である。レーザ表面溶体化実験は、3mm
厚さの合金板を用いて、2.5kw の CO2 レーザにより行い、デ

フォーカス距離を 20～50mm に、ビーム移動速度を 2～
41.7mm/s に変化させた。 

レーザ照射により形成された表面溶体化層の光学顕微鏡

写真を図 1 に示す。白く見える領域が溶体化層である。ま

た、母材及び溶体化層の組織を TEM により観察した結果

を図 2(a)および(b)にそれぞれ示す。図 2(a)に示すように、

母材にはγ"粒子が分布しているが、レーザによる溶体化層

にはγ"粒子の分布は認められなかった。この表面層におけ

る硬さ分布を図 3 に示す。溶体化層の硬さが溶体化材と同

程度の 250HV 以下であることから、この領域の組織は溶体

化材と同一であると考えられる。このように、レーザの照

射によって表面層のγ"粒子を溶解し、表面層を局部的に溶

体化できることが分かる。 
ここで 20、30、40、50mm のデフォーカスにより形成さ

れた表面溶体化層の厚さとレーザパラメーターの相関を図

4 に示す。デフォーカス距離を固定すれば、レーザ移動速

度の増加とともに、単位時間に試験片に吸収されたエネル

ギーが減少するため、形成される表面溶体化層は薄くなる。

500µm

図 1 

レーザ表面溶体層の断面光学顕微鏡写真（デフォーカス距

離：20mm，ビーム移動速度：16.7mm/s） 



一方、レーザ移動速度が遅すぎると、表面層が溶融する。

表面溶融が生じると表面形状が不整となったり、割れや欠

陥が生じる危険性があるため、不適切と考えられる。した

がって、図 4 には表面溶融を生じない場合の溶体化層深さ

のみをプロットした。また、デフォーカス距離の増大とと

もに、単位面積あたりのレーザエネルギーが低下するため、

レーザ移動速度がより遅くなっても、溶融が発生せずによ

り深い溶体化層が形成された。しかしながら、デフォーカ

スが増大すると表面溶融を生じずに溶体化できる有効なレ

ーザ速度の範囲が縮小することが分かる。このようなレー

ザパラメータと溶体化層深さの定量的関係については、後

の予測手法の項で詳しく述べる。 
 

4. 水素脆化試験 

水素脆化感受性に及ぼす表面溶体化層の効果を調べるた

め、図 5 に示すような試験片を時効材より作製し、2.5kw の

CO2 レーザを照射して表面溶体化試験片とした。29.4MPa 水

素雰囲気中及び 0.1MPa 大気中で引張試験を行い、延性及び

強度の変化を調べた。レーザ表面溶体化プロセスは、回転さ

せた試料にレーザを照射して行い、試験片中央に幅 10mm の

溶体化層を形成させた。また、比較するため、溶体化材及び

時効材により同様の試験片を作製し、同じ雰囲気及び引張条

件で引張試験を行った。引張速度は 1.67x10-3mm/s とし、室

温で実験を行った。また、さらに厳しい水素脆化試験として、

あらかじめ試験片内部にまで水素を吸蔵させた実験も行っ

た。この実験では、引張試験片を 800K、25MPa の水素雰囲

気下で 2 時間で保持して水素を吸蔵させた。その後、室温ま

で冷却した後、29.4MPa の水素及び 0.1MPa の大気中で引張

試験を行った。 
水素脆化試験の結果を図 6 に示す。まず、図 6(a)に示すよ

うに、レーザ表面溶体化材の強度は時効材より約 15%低下し
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図 2 

(a)Inconel718 母材および，(b)レーザ表面溶体化層の TEM 写真

図 3  
レーザ表面溶体化層の硬さ分布（デフォーカス距離：20mm，
ビーム移動速度：25mm/s） 
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図 4 
レーザプロセスパラメータとレーザ表面溶体化層深さの関係
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たが、溶体化材より大幅に高まった。これは、レーザ表面溶

体化による溶体化層が表面近傍に限定されるためである。本

研究で用いた引張試験片の直径は 6mm であるが、タービン

エンジンのような実際の構造物のサイズはこれよりはるか

に大きいため、レーザ表面溶体化による強度低下は実際には

殆ど無視できると考えられる。 
次に、図 6(b)に示すように、大気中でのレーザ表面溶体化

材の絞りは時効材と同程度であったが、水素中では時効材よ

り大幅に改善され、溶体化材と同程度になった。このことか

ら、レーザ表面溶体化プロセスが Inconel 718 時効材の水素脆

化感受性の低減に有効であると考えられる。ここで引張試験

時の水素による絞りの低下は、最大荷重以降で局部収縮が生

じる領域において、き裂の発生、進展が水素により促進され

ることによる。従って、レーザ表面溶体化により、き裂の発

生する表面近傍での水素脆化感受性が大幅に改善されるこ

とが、水素によるき裂の発生、進展を抑制し、絞りの向上を

もたらしたと考えられる。 
図 6(b)に併記したように、水素を吸蔵させた試験片を水素

中で引張試験した時の絞り値は、時効材では 10%となり、水

素吸蔵しない場合よりさらに低下した。これに対して、表面

溶体化材は水素吸蔵しない場合と同程度の 20%の値を示し、

大幅に改善された。これより試料中心部まで水素の侵入した

場合でもレーザ表面溶体化により水素脆化感受性を大幅に

低減できることが明らかになった。このようにレーザ表面溶

体化プロセスを適用することにより、Inconel 718 の強度を時

効材と同程度に維持した状態で、水素脆化感受性を溶体化材

なみに低減することが可能である。 
 
5. レーザ表面溶体化プロセスのシミュレーション 

以下では、レーザを Inconel 718 表面に照射したときに形成

される溶体化層の大きさを予測する手法について述べる。レ

ーザ表面溶体化層を予測するためには、γ"相の溶解過程を定

式化し、これをレーザ照射よる温度場のシミュレーションと

連成させて解析する必要がある。 
 

5−1 γ"相溶解速度式 
著者らは Inconel 718 におけるγ"相溶解過程を検討し、その

熱サイクル過程における溶解速度式が次に示す Avrami 型速

度式で記述できることを明らかにしている 9)。 

ln − ln 1− Xv( )[ ]= ln k0 + n lnθ  (1) 

ただし、 

Xv = 1−
f
f 0  

(2)
 

θ = exp(−
∆E
RT

) ⋅dt
t0

t∫  (3) 

ここで、Xv はγ"相の体積率の変化率であり、 f0 、 f はそ

れぞれ時効材及び熱サイクルを付与された材料におけるγ"相
の体積率である。また、θ は熱サイクル過程での反応率を規

定するパラメータで換算時間と呼ばれる 13)。∆E は溶解反応

の活性化エネルギー、k0 、n は定数であるが、γ"相の溶解反

応に対して次のように求められている。 
∆E =1.35×105 J/mol (4) 
lnk 0 = 31.54  (5) 
n = 2.25  (6) 
式(1)～(6)により任意の熱サイクルが Inconel 718 に付与さ

れたときのγ"相の体積率を計算することができる。しかし、

実測値と計算値を比較する場合に、レーザ表面溶体化層のよ

うな局部領域で析出物体積率を実測することは極め困難で

ある。実際には図 3 のように硬さ分布を測定して溶体化層深

さを求めることになるので、析出物体積率と硬さの関係を知

る必要がある。ここで、γ"相による強化機構が整合ひずみに

よるものであるという知見に基づいて、γ"相の体積率の変化

率 Xv と硬さの変化率 X H との間に次式で示す関係が得られ

ている 9)。 

Xv = 1− 1− X H( )3 2
 (7) 

ただし、 

X H =
Hvmax − Hv
Hvmax − Hv0

=1−
Hv − Hv0

Hvmax − Hv0

=1−
∆Hv

∆Hv max

 (8) 

ここで、 Hvmax 、 Hv0 および Hv は、それぞれ時効材、溶

体化材および熱サイクル付与材の硬さである。 
式(1)～(7)により任意の熱サイクルが付与されたときの

Inconel 718 の硬さを計算することができるので、レーザ照射

による熱サイクルが計算できれば溶体化層の硬さ分布が求

められる。 
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図 6 
水素脆化試験結果 (a)引張強さ (b)絞り 



5-2 レーザ表面溶体化プロセスの熱伝導数値計算 

本研究で行ったレーザ表面溶体化プロセスを図7に示すよ

うにモデル化した。ビードの幅が試験片のサイズより十分に

小さいため、面 abcd に対する対称と仮定することができ、そ

の 1/2 を有限要素法（FEM）シミュレーションのモデルとし

た。 
本研究のレーザプロセスでは試験片の表面が溶融しない

ため、溶解潜熱の影響、またふく射による熱の発散を無視し、

その熱伝導式は式(8)に従うとした。 
∂(ρcT )

∂t
= ∇(k∇T )  (8) 

ここで、ρ 、c 、k はそれぞれ Inconel 718 の密度、比熱、

熱伝導率である。 
また、図 7 の’abcd’はシミュレーションで熱絶縁面とした

ため、その境界条件は式(9)に示す。  

k
∂T
∂n Γ = 0（ Γ=’abcd’の場合） (9) 

ここで、
∂T
∂n Γ は試験片表面 Γにおける温度勾配ベクトルで

ある。ｎは Γにおける単位のベクトルで、プラスの方向は試

験片の内部から外部である。 
他の境界条件及び初期条件は式(10)～(13)に示す通りであ

る。試験片の周囲の大気温度はレーザプロセス中で室温に固

定した。 

k
∂T
∂n Γ =−h (T −Ta ) Γ （ Γ≠’abcd’ の場合） (10) 

k
∂T
∂n Γ = q（レーザビーム中） (11) 

T = T0 、t = 0 (12) 
Ta =T 0 、t≧0 (13) 
ここで、 h は Inconel 718 の熱伝達係数、Ta は周囲の空気

の温度、q は試験片に照射されるレーザビーム中で単位面積

を通じて入熱するエネルギーである。レーザのエネルギー密

度分布を Gaussian 型であると仮定して、q を計算した。T0 は

室温であり、t=0 はレーザ照射の開始時間である。 h は

Holman14)の理論にしたがって計算し、試験片側面、上面、下

面に対してそれぞれ 3.28、2.84、1.26J m-1sec-1K-1とした。

また、Inconel 718 の密度は 822K の 8220kg/m3を用い、温度

に依存しないと仮定した。比熱と熱伝導率は温度に依存する

物理特性であり、文献 15)の値を用いた。 

ここで、試験片への入熱を求めるためには Inconel 718 の

レーザ吸収率を決める必要があるが、これに関する報告が

ないため、レーザの吸収率を変化させてシミュレーション

を行い、熱サイクルの実測値との比較に基いてレーザ吸収

率を推定した。シミュレーションによる計算値と実測値の

比較の例は図 8 に示すとおりである。この方法により推定

したレーザー吸収率は 20、30、40、50mm のデフォーカス

に対してそれぞれ 21.5、20、18.5、17%であった。 
 

5-3 レーザ表面溶体化層深さの予測 

前節で得られたレーザ吸収率を用いて、全てのレーザ表面

溶体化プロセスの FEM シミュレーションを行い、表面から
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図 7 
レーザ表面溶体化プロセスの FEM モデル 
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図 9 
レーザ表面溶体化層の硬さ分布の計算値と実測値の比較
（デフォーカス距離：20mm，ビーム移動速度：25mm/s）



各位置での熱サイクルを求め、それを用いて式(1)～(7)により

硬さを計算した。このようにして求めた各表面溶体化層にお

ける硬さ分布の計算値と実測値の比較の例を図 9 に示す。ま

た 250HV の硬さになった表面層を溶体化層とする定義に基

づいて計算した種々のレーザ照射条件における溶体化層深

さの実測値と計算値を比較した結果を図 10 に示す。これら

の図に示すように、溶体化域での硬さ分布及び溶体化深さと

も計算の結果は実測値とよく一致していた。 

また、溶融を発生せずに溶体化層を形成できるレーザ照射

プロセスのパラメーター範囲を実測の結果と比較して、図 11

に示す。各デフォーカス距離で溶体化層が形成できるビーム

移動速度範囲の予測は、実測値と良好に一致している。 
Inconel 718 のレーザ表面溶体化では、表面溶体化層はγ"相

の溶解により形成する。γ"相の溶解は熱履歴、即ち加熱時間

とピーク温度に大きく影響される。前述のように、デフォー

カス距離が増加すると、ビーム径が増大し、レーザビーム中

のエネルギー密度が減少する。このため、ビード中心部で溶

融が発生するまでに要する時間が長くなり、熱伝導により形

成できるビードの幅及び深さが大きくなると考えられる。一

方、適用できるビーム移動速度の範囲が狭くなるため、デフ

ォーカスを大きくした場合には、ビーム移動速度の制御が重

要である。 
以上のように本方法により予測された表面溶体化層の深

さ及びレーザプロセスパラメーター範囲の計算値と実測値

が良好に一致したことから、この手法が Inconel 718 のレーザ

表面溶体化プロセスの予測に有効であると結論できる。 
 
6. 結言 

Inconel 718 のレーザ表面溶体化プロセスによる水素脆化

感受性の低減効果を調べ、そのプロセスによる表面溶体化

層の形成を予測する手法を提案した。得られた結論は次の

通りである。 
(1) Inconel 718 時効材をレーザにより照射して、表面に

溶体化層を形成させることで、合金の水素脆化感受性を低

減することができた。この表面溶体化層の形成による強度

の減少はわずかであった。 
(2) γ"相の溶解過程は Avrami 型速度式で記述され、

Avrami 式の係数 n 及び ∆E はそれぞれ 2.25、1.35x105J/mol
と得られた。 

(3) 板厚 3mm の Inconel 718 平板についてレーザ表面溶

体化プロセスを行い、表面溶融を生じずに溶体化できるレ

ーザプロセスパラメーター範囲を求めた。 
(4) γ"相の溶解過程の速度論的検討と有限要素法による

レーザ表面溶体化プロセスの熱伝導計算とを連成させるこ

とで、Inconel 718 のレーザ表面溶体化プロセスのシミュレ

ーション手法を確立した。 
 

本研究で開発した LSA プロセスは，高エネルギーレーザ

ビームを利用した熱源制御によって材料表面のミクロ的組

織制御を行い，これをさらに構造物の信頼性向上までつな

げるものであり，先進構造材料の高機能化，高信頼化を実

現するため実用化プロセスとして提案し得るものである。 
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図 11 
レーザ表面溶体化層形成条件範囲の実測値と計算値の比較
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